







































































































































































































































年 現地法人 支店など 年 現地法人 支店など
1995 1,079 208 2010 2,182 377
1996 1,108 197 2011 2,209 377
1997 1,097 203 2012 2,277 404
1998 1,077 199 2013 2,297 412
1999 1,159 237 2014 2,147 404
2000 1,261 250 2015 2,208 399
2001 1,354 248 2016 2,197 395
2002 1,420 239 2017 2,150 381

















































　 日本 アジア 欧州 北米 その他 計
(n=124) (n=74) (n=88) (n=37) (n=22) (n=345)
韓国内需市場進出 60.5 35.1 69.3 48.6 59.1 55.9
市場の成長潜在力 31.5 29.7 48.9 40.5 27.3 36.2
グローバルネットワーク構築 21.8 21.6 26.1 24.3 27.3 23.5
生産の効率性 14.5 4.1 6.8 5.4 0.0 8.4
技術力・R&D，革新環境 11.3 18.9 10.2 8.1 22.7 13.0
優秀な人的資源確保 8.9 12.2 5.7 16.2 13.6 9.9
部品調達の容易さ 7.3 12.2 3.4 0.0 0.0 6.1
近隣市場進出の橋頭保 6.5 21.6 5.7 10.8 0.0 9.6
政府の外国企業投資インセンティブ 6.5 9.5 4.5 8.1 0.0 6.4





　 韓国 中国 ベトナム タイ
　 （n=27) （n=197) （n=163) （n=152)
現地マーケットの現状規模 ① 51.9 ② 61.4 ― ② 32.9
現地マーケットの今後の成長性 ② 25.9 ① 68.5 ① 71.2 ① 50.0
現地のインフラが整備されている ③ 22.2 ― ― ―
現地マーケットの収益性 ④ 18.5 ― ― ―
優秀な人材 ⑤ 14.8 ― ③ 19.0 　
産業集積がある ⑤ 14.8 ④ 22.3 ― ④ 24.3
組み立てメーカーへの供給拠点として ⑤ 14.8 ③ 26.9 ― ④ 24.3
安価な労働力 ― ⑤ 14.2 ② 50.3 ―
政治・社会情勢が安定している ― ― ④ 18.4 ―


































2010 43 55.0 38.2 2.1 2.0 2.8 100.0 41 86.1 11.8 2.1 100.0
2011 39 54.8 33.2 4.1 5.4 2.6 100.0 31 89.8 2.6 7.6 100.0
2012 63 49.7 35.4 4.7 5.3 5.0 100.0 54 90.2 4.3 5.5 100.0
2013 89 47.9 38.9 2.0 5.4 5.8 100.0 79 86.7 10.0 3.3 100.0
2014 85 49.1 35.8 3.5 5.8 5.9 100.0 71 85.4 10.5 4.1 100.0
2015 88 45.3 40.6 3.4 4.7 6.0 100.0 76 88.6 7.9 3.5 100.0
2016 66 49.2 35.1 3.5 6.1 6.1 100.0 59 88.2 7.4 4.4 100.0
2017 34 44.6 37.8 5.8 4.3 7.5 100.0 28 83.5 14.7 1.8 100.0
2018 37 36.5 46.4 3.1 8.2 5.8 100.0 30 85.5 10.0 4.5 100.0

























年 n 輸出比率 n 日本 ASEAN 中国 インド 米国 欧州 その他 合計
2010 79 19.3 51 35.3 12.9 28.1 2.2 3.8 1.4 16.3 100.0 
2011 79 18.8 44 35.4 12.5 17.9 1.4 8.8 5.9 18.2 100.0 
2012 146 18.6 81 37.7 11.8 20.7 1.4 7.0 4.5 16.9 100.0 
2013 198 17.1 118 38.5 10.0 22.9 1.2 6.2 4.7 16.6 100.0 
2014 209 18.7 123 36.1 11.7 23.3 1.2 6.2 4.8 16.7 100.0 
2015 188 23.2 126 36.3 9.9 26.8 0.7 6.2 5.2 14.9 100.0 
2016 165 23.6 111 29.8 12.8 25.6 1.6 8.0 5.1 17.3 100.0 
2017 107 23.1 68 38.0 12.5 22.9 0.7 8.2 7.5 10.2 100.0 
2018 125 24.8 81 34.8 16.3 22.6 1.3 6.9 7.2 10.9 100.0 
























日本 アジア 欧州 北米 その他 計
(n=124) (n=74) (n=88) (n=37) (n=22) (n=345)
規制環境 3.21 3.24 3.25 3.20 3.24 3.23
労務環境 2.91 3.08 3.01 2.97 3.01 2.98
行政環境 3.12 3.18 3.22 3.26 3.19 3.18
税務環境 3.12 3.22 3.24 3.30 3.05 3.19
金融環境 3.28 3.31 3.39 3.33 3.00 3.30
立地環境 3.40 3.58 3.49 3.34 3.41 3.46
研究環境・革新環境 3.13 3.37 3.35 3.08 3.05 3.23
物流環境 3.41 3.52 3.60 3.34 3.16 3.45
知的財産権保護環境 3.23 3.39 3.32 3.36 3.06 3.28













































































































年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
農・畜・水産・鉱業 3 2 8 2 0 2 0 0 0 0
農・畜・林業 3 2 8 0 0 0 0 0 0 0
漁業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
鉱業 0 0 0 1 0 2 0 0 0 0
製造業 595 379 370 289 1,540 468 1,291 548 654 600
食品 73 1 8 2 2 5 8 3 0 25
繊維・織物・衣類 1 0 1 4 1 5 0 3 14 0
製紙・木材 0 0 0 0 5 1 10 0 0 0
化学工業 115 61 60 98 145 124 90 72 69 93
医薬 2 2 1 0 7 1 5 0 0 0
非金属鉱物製品 195 144 9 11 5 97 122 39 246 93
金属・金属加工製品 6 3 6 7 28 3 170 22 18 33
機械装備・医療精密 21 20 23 43 37 63 91 64 97 33
電気・電子 141 131 144 76 1,183 107 757 269 157 306
輸送用機械 38 11 100 46 115 54 32 75 52 16
その他製造業 3 6 17 1 12 7 6 0 0 2
サービス業 514 234 86 170 261 1,182 324 259 662 169
卸売・小売 98 76 44 128 77 71 84 41 56 37
宿泊・飲食業 3 8 3 3 3 4 2 16 3 1
運送・倉庫 3 4 2 2 12 19 16 11 8 8
情報通信 299 50 7 10 47 959 90 51 222 34
金融・保険 94 75 22 17 85 77 81 92 301 49
不動産 0 2 0 3 0 15 13 13 33 1
事業支援・賃貸 1 3 1 3 2 3 9 5 2 5
研究開発・専門・科学技術 14 6 3 2 29 32 22 29 7 21
余暇・スポーツ・娯楽 0 0 2 0 0 2 4 1 0 5
公共・その他サービス 2 9 3 1 5 1 4 1 30 8
電気ガス・水道・環境浄化・建設 1 1 2 1 3 1 5 12 17 9
電気・ガス 0 0 0 0 0 0 1 1 2 8
水道・下水・環境浄化 0 1 0 0 1 0 1 1 13 0
総合建設 1 0 2 0 1 1 3 7 2 0
専門職別工事 0 0 0 0 0 0 0 4 0 0
合計 1,114 616 466 461 1,804 1,654 1,620 819 1,332 778







年 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
農・畜・水産・鉱業 0 0 0 0 0 3 1 0 1 1
農・畜・林業 0 0 0 0 0 3 1 0 0 1
漁業 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0
鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
製造業 761 634 1,672 1,460 1,168 516 427 801 520 306
食品 2 23 2 1 0 10 8 1 9 0
繊維・織物・衣類 0 1 2 7 29 0 31 30 0 6
製紙・木材 0 0 1 3 0 0 1 11 0 1
化学工業 205 137 772 514 342 121 96 211 146 107
医薬 0 4 35 28 4 45 17 0 14 0
非金属鉱物製品 165 82 52 459 285 0 0 0 72 3
金属・金属加工製品 4 36 108 10 19 7 4 321 12 26
機械装備・医療精密 54 81 220 86 138 145 37 33 97 102
電気・電子 321 225 422 167 261 165 171 120 125 36
輸送用機械 5 39 38 165 79 11 62 21 5 8
その他製造業 4 5 21 20 10 11 0 52 41 18
サービス業 670 812 2,165 1,425 1,094 706 374 466 505 706
卸売・小売 117 256 243 82 63 73 183 74 82 111
宿泊・飲食業 5 7 93 184 25 126 15 56 82 15
運送・倉庫 5 14 11 12 12 12 8 18 10 4
情報通信 195 259 783 174 286 24 57 133 159 76
金融・保険 206 178 798 238 321 191 74 110 111 491
不動産 1 5 19 8 18 3 10 43 7 2
事業支援・賃貸 0 2 12 22 9 0 10 8 1 3
研究開発・専門・科学技術 132 77 200 672 358 276 12 23 52 3
余暇・スポーツ・娯楽 0 0 1 4 2 0 4 0 0 0
公共・その他サービス 8 14 5 29 0 1 0 1 1 1
電気ガス・水道・環境浄化・建設 4 22 9 4 7 2 11 9 8 15
電気・ガス 3 19 0 2 7 1 0 9 8 14
水道・下水・環境浄化 0 0 8 0 0 0 9 0 0 0
総合建設 0 3 1 0 0 0 0 0 0 0
専門職別工事 0 0 0 2 0 0 1 0 0 0
合計 1,434 1,468 3,846 2,889 2,269 1,226 813 1,277 1,035 1,028



































































































































































































































































































































































































































































































国名 都市・ 地域名 生産品
東友ファインケム 
出資比率（％）


































Toray Polytech (Nantong) Co., Ltd. 中国（江蘇省南通市） 不織布製造 50.00
P.T. Toray Polytech Jakarta インドネシア 不織布製造 65.00
TAK Advanced Film Nantong Co., Ltd. 中国（江蘇省南通市） フィルム製造 100.00
PT. TCK Textiles Indonesia インドネシア 織物製造 100.00
TAK Membrane (Tianjin) Co., Ltd. 中国（天津市） フィルタリング 100.00
TCK Shanghai Co., Ltd. 中国（上海市） 貿易業 100.00
TAK Fibers (Suzhou) Co., Ltd. 中国（江蘇省蘇州市） 原糸製造 100.00
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販売を行っているKJ Pretech Co., Ltd.と業務・資本提携。ス
マートフォン，携帯電話などに使用される中小型液晶用バック
ライトの事業拡大および世界市場における競争力向上を目指
す。KJ Pretech Co., Ltd.もミネベア株を取得する。
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年 2月1日 アブ・アウト ・「らーめん山頭火」韓国1号店をソウル市に出店。
（出所）日本企業各社のプレスリリースより筆者作成。
⑪ホテル・リゾート































年 発表日 企業名 概要
7月13日 西日本鉄道 ・海外第1号店としてソラリア西鉄ホテルソウル明洞を9月に開業。
2017






































































































































































































































































































































































































6月28日 美津濃 ・2013年4月1日に新設したMizuno Korea（ソウル市）が，Duckhwa Sportsの販売事業を譲り受けることを決定。
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プ会社SCREEN HD Korea Co.,Ltd.（ソウル市）から半導体部










































　 5月8日 大成ラミック ・ソウル市に韓国支店を新設。韓国市場での販売拡大のため，液体充填機のデモルームを併設した拠点を構築。
（出所）日本企業各社のプレスリリースより筆者作成。
⑮製造業企業のR&D拠点









































































































































































































































































・2014年1月に孫会社・Adastria Korea Co., Ltd.を設立す



































































































































































































































































































年 2月14日 LITALICO ・Olive Unionに追加出資し，戦略的アライアンスを締結。
9月30日 Hamee


























































































































































年 発表日 企業名 概要
2014
年 12月25日 バンドー化学
・韓国で自動車部品事業，産業資材事業を組み合わせた事業活
動を推進し事業基盤の強化を図るため，韓国における子会社・
孫会社の再編。
2015
年 6月30日 堀場製作所
・韓国子会社ホリバ・コリア（京畿道富川市）とホリバ・オー
トモーティブ・テストシステムズ（ソウル市）を合併。韓国での
自動車事業を一本化することで顧客対応のスピードや提案力
を向上させる。
2017
年 1月10日 オムロン
・ソウル市に韓国地域本社を設立。韓国は顧客が集積する重要
国で，人件費高騰，生活習慣病患者増加などで，事業拡大が見込
まれる。
2018
年 2月23日 東京製鐵
・東国製鉄（ソウル市）との資本・業務提携を決定。両社は約1％
の株式を相互保有する。相互の強みを活かして電炉鋼材の一層
の普及などを図る。
　 6月28日 デンソー
・韓国のグループ会社3社を経営統合。自動車部品の開発から
製造，販売まで一貫して行い，経営のスピードを向上させる狙
い。
　 11月7日
UKCテクノ
ソリューショ
ン
・韓国子会社2社（ソウル市）を合併し，運営を一本化，事業強化・
業務効率化を図る。
（出所）日本企業各社のプレスリリースより筆者作成。
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日韓の直接投資統計の概説補論
　日本の対韓直接投資に関する統計として複数の統計がある。ここでは，それぞ
れについてその特徴を概説する。
⑴　フロー統計
　日本の対韓直接投資のフローを示す統計として，韓国・産業通商資源部「外国
人直接投資統計」のほか，韓国銀行，財務省・日本銀行が発表する両国の国際収
支ベースの統計がある。これらのうち，本稿では長期間にわたって業種別に統計
が捕捉できる産業通商資源部「外国人直接投資統計」（実行ベース）を中心に使用
した。各統計の概要は次のとおりである。
①韓国・産業通商資源部「外国人直接投資統計」
　産業通商資源部では海外からの直接投資受入れ実績について「外国人直接投資
統計」として発表している。同統計の根拠法は外国人投資促進法である。同法第
2条第4項で規定される韓国企業の株式等を獲得する場合の直接投資の定義につ
いて，同法施行令（第2条第2項）は「投資金額が1億ウォン以上で，以下の各項
目のいずれかに該当するもの」と規定し，具体的な項目として株式総数・出資総
額の10％以上を所有，役員派遣契約の締結などを挙げている。同統計は投資の
回収分を控除していないグロスベースの統計である点や再投資収入を計上してい
ない点などで国際収支ベースの統計と異なる。
　公表されている統計値は「申告ベース」（外国人投資促進法第21条第1 ～ 2項，同
施行令第27条，同施行規則第17条第1 ～ 2項に基づく投資予定申告金額）の申告件数
と申告金額，「実行ベース」（韓国国内銀行に送金して投資を実行したもので，韓国語
原文では「到着」ベースと表記）の企業数と実行金額の合計4種類である。なお，
投資企業名などの企業情報は一切，公表していない。
　統計値は産業通商資源部のデータベースから1962年以降，国別・業種別など
の集計軸でダウンロードできる。このうち，業種別については韓国標準産業分類
（KSIC）に基づき，大分類，中分類，小分類，細分類の4段階で集計できる。
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　韓国政府では，産業通商資源部が毎年の投資誘致目標額を申告ベースで掲げる
など，申告ベースを重視している。しかし，申告しても実行されない直接投資が
少なくないため，申告ベースの統計が実態を示しているとは言い難い。よって，
本稿では実行ベースの統計値を使用した。ちなみに，2019年までの地域・国別
の直接投資受入れ累計額について，申告ベースに対する実行ベースの比率をとる
と，日本は74.5％，米国は42.9％，EUは82.2％，中国は42.6％，全世界では
63.7％となった。日本から申告された直接投資は実行される割合が相対的に高
いものの，それでも実際に直接投資が実行されるのは申告額の4分の3にとどま
っている。
　また，申告ベースと実行ベースでは申告ベースが一定のタイムラグを持って先
行することが予想されよう。しかし，日本の対韓直接投資について2000年第1
四半期から2019年第4四半期の四半期別データで両者の時差相関係数を取ると，
0期ラグ0.779，1期ラグ0.371，2期ラグ0.375，3期ラグ0.246，4期（1年）ラ
グ0.284となり，予想とは異なり申告ベースの直接投資額の先行性は認められず，
申告ベース，実行ベースが同時に変化する同時相関関係が強い。
②韓国銀行「地域別資本収支・金融計上」
　韓国銀行では毎年，IMFの国際収支マニュアル（BPM6）に準拠した地域別国
際収支を公表している。地域区分は米国，中国，日本，EU，東南アジア，中東，
中南米，その他の8区分で，これにより国際収支ベースの日本からの直接投資受
入れ額（ネットベースのみ）が捕捉できる。ただし，業種別数値は記載されてい
ない。
③財務省・日本銀行「国際収支統計」
　財務省・日本銀行はBPM6に準拠した国際収支統計を公表している。ただし，
国別・業種別対外直接投資の数値が捕捉できるのは2014年以降に限られており，
また，公表されているのはネットベースのみである（国別には実行・回収・ネット
別に掲載されている）。
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⑵　ストック統計
　日本の対韓直接投資のストックに関連する統計として，産業通商資源部「外国
人直接投資統計」（累計，実行ベース），韓国・国税庁「国税統計年報」，韓国銀行「地
域別資本収支・金融計上」，財務省・日本銀行「本邦対外資産負債残高統計」が
ある。
①韓国・産業通商資源部「外国人直接投資統計」
　産業通商資源部「外国人直接投資統計」における累計件数・金額はストック統
計としても活用できる。統計の特徴については前述のとおりである。
②韓国・国税庁「国税統計年報」
　国税庁は「国税統計年報」の中で外資系企業（韓国語表記では「外国人投資法人」）
の数を毎年，公表している。企業数は主要国・地域（米国，英国，ドイツ，フラン
ス，スイス，日本，香港，シンガポール，中国，オーストラリア，その他）別で捕捉
できる。同年報は同じ方法で支店など（韓国語表記では「外国法人」で，「外国に本
店または主事務所を置く法人」と定義している）についても企業数を公表している。
③韓国・産業通商資源部「外国人投資企業情報」
　産業通商資源部では「外国人投資企業情報」としてウェブサイトに外資企業リ
ストを公開している。これによると，2019年12月末現在，在韓日系企業数は
2858社となっている。しかし，このリストにはすでに日本企業が資本を引き揚
げた企業が掲載されている事例も含まれている。よって，リストの在韓日系企業
数は実態を上回っていると考えるべきである。
④韓国銀行「地域別国際投資対照表」
　韓国銀行では韓国銀行法第86条に基づき，IMFの国際収支マニュアル（BPM6）
に準拠した地域別国際投資対照表（IIP）を毎年，公表している。地域区分は，
米国，中国，日本，EU，東南アジア，中東，中南米，その他の8区分で，これ
により国際収支ベースの日本からの直接投資残高が捕捉できる（ただし，全体の
みで業種別には捕捉できない）。
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⑤財務省・日本銀行「対外直接投資残高（地域別・業種別）」
　財務省・日本銀行では「対外直接投資残高（地域別・業種別）」を毎年発表して
いる。同統計では国別業種別の対外直接投資残高の捕捉が可能である。
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